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報告第１号 
 

   専決処分の承認を求めるについて 

 
 次の事件は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により別紙のとおり専決処分をしたので、

同条第３項の規定により報告し、承認を求める。 
 
  令和４年３月３日提出 
 
                               泉南市長 竹 中 勇 人 
 
１ 令和３年度大阪府泉南市一般会計補正予算（第１３号） 
 
専決理由 
 新型コロナウイルス感染症の影響を受けている住民税非課税世帯等への支援及びふるさと納税制度によるふるさと寄附推

進事業等に要する経費について、緊急に予算措置する必要が生じたことから、専決処分したものである。 
 
 
 

 

7



専決甲第１０号 
 

令和３年度大阪府泉南市一般会計補正予算（第１３号） 

 

令和３年度大阪府泉南市の一般会計補正予算（第１３号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１，４７２，４５４千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞ

れ２８，５７１，５３２千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出

予算補正」による。 

（繰越明許費） 
第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１３条第１項の規定により翌年度に繰り越して使用することができる

経費は、「第２表  繰越明許費」による。 

 

令和３年１２月２８日専決 

    

泉南市長 竹 中 勇 人 
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　１．　歳　　入 (単位：千円）

15 国庫支出金 6,733,224 1,162,330 7,895,554

2 国庫補助金 2,203,151 1,162,330 3,365,481

18 寄附金 502,804 200,000 702,804

1 寄附金 502,804 200,000 702,804

19 繰入金 1,151,297 110,124 1,261,421

1 基金繰入金 1,145,967 110,124 1,256,091

27,099,078 1,472,454 28,571,532

第 １ 表   歳 入 歳 出 予 算 補 正　

補 正 前 の 額 補　　正　　額 計款 項

 歳 入 合 計 
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（単位：千円）

2 総務費 2,416,454 110,731 2,527,185

1 総務管理費 1,851,604 110,731 1,962,335

3 民生費 13,172,526 1,161,723 14,334,249

1 社会福祉費 4,293,133 1,161,723 5,454,856

11 諸支出金 1,069,531 200,000 1,269,531

4 ふるさと泉南水なす基金費 500,000 200,000 700,000

27,099,078 1,472,454 28,571,532

　２．　歳　　出

補　　正　　額 計補 正 前 の 額款 項

 歳　　　　　　出　　　　　　合　　　　　　計 
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第２表　繰越明許費

款 項 事 業 名 金 額

総 務 費 総 務 管 理 費 人件費事業 ４７９千円

民 生 費 社 会 福 祉 費 人件費事業 ３，０２７千円

民 生 費 社 会 福 祉 費 住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金給付事業 ３３６，７７７千円

11
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令和３年度 

大阪府泉南市一般会計補正予算（第１３号）事項別明細書 
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（単位：千円）

15

国庫支出金 6,733,224 1,162,330 7,895,554

( 2)

国庫補助金 2,203,151 1,162,330 3,365,481

  2) 1. 住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金給付事

民生費国庫補助金 1,372,338 1,162,330 2,534,668 社会福祉費補助金 1,162,330 業費補助金 1,128,500

住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金給付事

務費補助金 33,830

18

寄附金 502,804 200,000 702,804

( 1)

寄附金 502,804 200,000 702,804

  1) 1. ふるさと泉南応援寄附金

総務費寄附金 502,704 200,000 702,704 総務管理費寄附金 200,000

19

繰入金 1,151,297 110,124 1,261,421

( 1)

基金繰入金 1,145,967 110,124 1,256,091

  3) 1. ふるさと泉南水なす基金繰入金

ふるさと泉南水な ふるさと泉南水な

す基金繰入金 419,309 110,124 529,433 す基金繰入金 110,124

款 19 繰入金　　項  1 基金繰入金

歳 入 合 計 27,099,078 1,472,454 28,571,532

歳 入

款　　項 目 補正前の額 補　正　額 計
節

説 明
区　　分 金　　額

15



款  2 総務費　　項  1 総務管理費 （単位：千円）

 2 総務費 2,416,454 110,731 2,527,185 110,731

国庫支出金

607

繰入金

110,124

( 1) 総務管理費 1,851,604 110,731 1,962,335 110,731

国庫支出金

607

繰入金

110,124

  2) 人事管理費 424,189 607 424,796 607

国庫支出金

607

金　　　額

 4. 共済費 607

[ 1] 人件費事業 386,069 607 386,676 607 人事課

国庫支出金

607

[ 社会福祉費補助金

607 ]

金　　　額

 4. 共済費 607 雇用保険料 22

厚生年金保険料（会計年度任用職員） 352

健康保険料（会計年度任用職員） 233

  9) 企画費 463,712 110,124 573,836 110,124

繰入金

110,124

金　　　額

11. 役務費 1,617

12. 委託料 108,507

[ 4] ふるさと寄附推

進事業 270,269 110,124 380,393 110,124 政策推進課

補正前の額

節　　区　　分

節　　区　　分

節　　区　　分

補　正　額

歳　　　　　　　　　　　　出

補 正 額 の 財 源 内 訳
説　　 　　　　  明

特  定  財  源
計

一 般 財 源
款　　項　　目　　事業
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繰入金

110,124

[ ふるさと泉南水な

す基金繰入金

110,124 ]

金　　　額

11. 役務費 1,617 決済手数料

12. 委託料 108,507 ふるさと応援寄附ＰＲ業務委託料 19,800

ふるさと寄附推進事業支援業務委託料 88,707

 3 民生費 13,172,526 1,161,723 14,334,249 1,161,723

国庫支出金

1,161,723

( 1) 社会福祉費 4,293,133 1,161,723 5,454,856 1,161,723

国庫支出金

1,161,723

  1) 社会福祉総務費 257,351 1,161,723 1,419,074 1,161,723

国庫支出金

1,161,723

金　　　額

 1. 報酬 2,997

 3. 職員手当等 3,840

 8. 旅費 240

10. 需用費 1,714

11. 役務費 11,101

12. 委託料 9,991

13. 使用料及び賃借料 3,340

18. 負担金、補助及び

交付金 1,128,500

[ 1] 人件費事業 38,534 3,837 42,371 3,837 人事課

国庫支出金

3,837

[ 社会福祉費補助金

3,837 ]

金　　　額

 1. 報酬 2,997 会計年度任用職員報酬

 3. 職員手当等 600 期末手当（会計年度任用職員）

款  3 民生費　　項  1 社会福祉費

節　　区　　分

節　　区　　分

節　　区　　分
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款  3 民生費　　項  1 社会福祉費 （単位：千円）

金 額

8. 旅費 240 費用弁償

[15] 住民税非課税世

帯等に対する臨

時特別給付金給

付事業 0 1,157,886 1,157,886 1,157,886 生活福祉課

国庫支出金

1,157,886

[ 社会福祉費補助金

1,157,886 ]

金 額

3. 職員手当等 3,240 超勤手当

10. 需用費 1,714 消耗品費

11. 役務費 11,101 郵便料 3,030

電話料 251

口座振替手数料 7,747

システム保守料 73

12. 委託料 9,991 電算委託料 2,631

電算システム改修委託料 880

会場設営委託料 1,992

人材派遣委託料 4,488

13. 使用料及び賃借料 3,340 電子複写機借上料 170

電算機器借上料 1,150

ファックス借上料 110

機械・器具借上料 1,910

18. 負担金、補助及び 住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金

交付金 1,128,500

11 諸支出金 1,069,531 200,000 1,269,531 200,000

寄付金

200,000

( 4) ふるさと泉南水

なす基金費 500,000 200,000 700,000 200,000

特  定  財  源

節　　区　　分

節　　区　　分

一 般 財 源
款　　項　　目　　事業 補正前の額 補　正　額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳
説 明
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寄付金

200,000

  1) ふるさと泉南水

なす基金費 500,000 200,000 700,000 200,000

寄付金

200,000

金　　　額

24. 積立金 200,000

[ 1] ふるさと泉南水

なす基金事業 500,000 200,000 700,000 200,000 政策推進課

寄付金

200,000

[ 総務管理費寄附金

200,000 ]

金　　　額

24. 積立金 200,000

国庫支出金

1,162,330

寄付金

200,000

繰入金

110,124

款 11 諸支出金　　項  4 ふるさと泉南水なす基金費

28,571,532

節　　区　　分

節　　区　　分

歳 出 合 計 27,099,078 1,472,454
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１．一般職

（１）総括

千円 千円

723 293,377 1,727,767

721 290,380 1,727,767

2 2,997 0

扶養手当 管理職手当 住居手当 超過勤務手当 通勤手当 特殊勤務手当

千円 千円 千円 千円 千円 千円

47,762 41,724 19,901 96,060 35,505 5,445

47,762 41,724 19,901 92,820 35,505 5,445

0 0 0 3,240 0 0

児童手当 勤勉手当 退職手当

千円 千円 千円

17,160 294,920 244,815

17,160 294,920 244,815

0 0 0

の 内 訳

補正前

区　 分

補正前

補正後

職    員

比   較

備 考

地域手当

千円

106,822

106,822

比   較

補正前

比   較

千円

1,116

補正後

区　 分

0

合　計

千円

3,994,508

3,987,064

7,444

管理職員
特別勤務手当

期末手当

1,116

3,378,345

6,837

給 与 費

共済費

千円

609,326

608,719

607

給　料

0

報　酬

補正後

千円

3,385,182

計
区　分 職員数

手 当 等

補　正　予　算　給　与　費　明　細　書

千円

452,808

452,208

600

職員手当等

千円

1,364,038

1,360,198

3,840
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区　分 増 減 額

千円 千円

3,840 その他の増減分

千円

千円

3,840
住民税非課税世帯等に対する臨時
特別給付金給付事業に伴う増額

超過勤務手当

期末手当

3,240

600

（２）給料及び職員手当等の増減額の明細

増減事由別明細 説 明 備 考

職  員
手当等
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参　考

（単位：千円・％）

1 市税 8,543,811 8,543,811 29.9

2 地方譲与税 186,500 186,500 0.7

3 利子割交付金 8,500 8,500 ―

4 配当割交付金 42,700 42,700 0.2

5 株式等譲渡所得割交付金 45,800 45,800 0.2

6 法人事業税交付金 19,300 19,300 0.1

7 地方消費税交付金 1,274,600 1,274,600 4.5

8 ゴルフ場利用税交付金 42,600 42,600 0.1

9 環境性能割交付金 35,300 35,300 0.1

10 地方特例交付金 55,693 55,693 0.2

11 地方交付税 3,539,056 3,539,056 12.4

12 交通安全対策特別交付金 9,663 9,663  ―

13 分担金及び負担金 62,834 62,834 0.2

14 使用料及び手数料 329,413 329,413 1.2

15 国庫支出金 6,733,224 1,162,330 7,895,554 27.6

16 府支出金 2,292,042 2,292,042 8.0

17 財産収入 24,583 24,583 0.1

18 寄附金 502,804 200,000 702,804 2.5

19 繰入金 1,151,297 110,124 1,261,421 4.4

20 諸収入 265,678 265,678 0.9

款　別　現　計　予　算　表

１. 歳　　入

款 現　計　予　算　額 今　回　予　算　額 計 比　　率
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（単位：千円・％）

21 市債 1,549,449 1,549,449 5.4

22 繰越金 384,231 384,231 1.3

27,099,078 1,472,454 28,571,532 100.0　　 歳　　　　入　　　　合　　　　計  

23



（単位：千円・％）

1 議会費 213,702 213,702 0.7

2 総務費 2,416,454 110,731 2,527,185 8.8

3 民生費 13,172,526 1,161,723 14,334,249 50.2

4 衛生費 2,332,393 2,332,393 8.2

5 農林水産業費 208,252 208,252 0.7

6 商工費 292,419 292,419 1.0

7 土木費 1,646,161 1,646,161 5.8

8 消防費 957,544 957,544 3.4

9 教育費 2,201,022 2,201,022 7.7

10 公債費 2,554,074 2,554,074 8.9

11 諸支出金 1,069,531 200,000 1,269,531 4.4

12 予備費 20,000 20,000 0.1

13 災害復旧費 15,000 15,000 0.1

27,099,078 1,472,454 28,571,532 100.0　　 歳 出 合 計  

２. 歳　　出

款 現　計　予　算　額 今　回　予　算　額 計 比　　率
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議案第１号 
 

   泉南市教育委員会教育長の任命について 

 
 次の者を泉南市教育委員会教育長に任命したいので、地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２

号）第４条第１項の規定により議会の同意を求める。 
 
  令和４年３月３日提出 
 

泉南市長 竹 中 勇 人 
 

 住  所  泉南市内 

 氏  名  冨森 ゆみ子（とみもり ゆみこ） 

 生年月日  ○年○月○日 

 職  業  地方公務員 

 

提案理由 

 泉南市教育委員会教育長冨森ゆみ子氏は、令和４年３月３１日をもって任期満了となるが、最適任者と認め再任したいので、

提案するものである。
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議案第１号参考 

冨森 ゆみ子 氏 経歴 

平成 ６年 ３月 大阪教育大学教育学部卒業 

同 ６年 ４月 文部事務官採用 

同 ２２年 ９月 新潟県燕市教育委員会教育次長 

同 ２４年 ４月 文部科学省初等中等教育局幼児教育課子育て支援指導官 

同 ２６年 ４月 京都府京都市立御所南小学校教頭 

同 ２９年 ４月 文部科学省初等中等教育局教科書課教科書検定調整専門官 

同 ３０年 ４月 国立教育政策研究所生徒指導・進路指導研究センター企画課長 

令和 元年１１月 独立行政法人大学改革支援・学位授与機構評価支援課長 

同 ４年 １月 泉南市教育委員会教育長（現在に至る） 
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議案第２号

市道路線の認定について 

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第８条第２項の規定により、次の路線の認定について議会の議決を求める。

令和４年３月３日提出

泉南市長 竹 中 勇 人

１ 認定路線

路  線  名 
起 点 道 路 の 最 大 

道 路 延 長 
重要な 

経過地 終 点 最  小  幅  員 

馬場千躰地蔵南２号線
馬場２丁目３７０－４番地先

５．０ｍ～６．２ｍ １０２．５ｍ
馬場２丁目３８６－８番地先

砂川変電所前佐田線支線 
信達市場２００５－１２番地先

６．０ｍ ６６．５ｍ 
信達市場５８７－５番地先

市場長慶寺砂川線支線
信達市場９７－３番地先

６．９ｍ ９４．９ｍ
信達市場４１２－８番地先
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議案第３号 

包括外部監査契約の締結について 

次のとおり包括外部監査契約を締結するにあたり、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の３６第２項の規

定により議会の議決を求める。 

令和４年３月３日提出

泉南市長 竹 中 勇 人

契 約 の 目 的 当該契約に基づく監査及び監査の結果に関する報告 

契 約 の 期 間 令和４年４月１日から令和５年３月３１日  

契 約 の 金 額 ８，２５０，０００円を上限とする額 

費用の支払方法 契約期間終了後、一括払い 

契約の相手方 住所 大阪市中央区内久宝寺町２－２－２２－７０１ 

氏名 鳥生 紘平（とりう こうへい） 

資格 公認会計士 
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議案第４号                       
 

   損害賠償の額の決定及び和解について 

 
 次のとおり事故による損害賠償の額を決定し、和解することについて、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条

第１項第１２号及び第１３号の規定に基づき、議会の議決を求める。 
 
  令和４年３月３日提出 
 

                      泉南市長 竹 中 勇 人 
 

記 
 
１ 相 手 方  住所 泉南市内 

氏名 ○○ ○○ 
 

２ 事案の概要 
 ⑴ 事故発生年月日  令和３年１２月１７日 

 ⑵ 事故発生場所  泉南市内某所の前面道路 

 ⑶ 事 故 の 状 況  当日午前、市民生活環境部清掃課が行う家庭系一般廃棄物の収集作業中において、職員が運転す

る軽四ダンプ車が住宅内のＴ字路に差し掛かり、右折の為に一旦停止した後に少し前方に進んだ際、
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本線左側より乗用車が走行してきたため、急いで後退したところ、後方で停車していた相手方の車

両に衝突した。 
 

３ 損害賠償額     金１，１４０，５００円 
上記金額の内訳 
⑴ 物  損  金    ７２０，５００円 

⑵  代車費用  金    ４２０，０００円 
 

４ 和 解 条 項 

⑴ 泉南市（以下「甲」という。）は、○○ ○○（以下「乙」という。）に対し、市議会定例会の承認を受けた後速や

かに乙の指定する預金口座に振り込む方法により支払う。 
⑵ 乙は、甲に対するその余の請求を放棄する。 
⑶ 甲、乙双方は､上記事故に関する損害賠償金支払について、本和解条項に定めるものの他、何らの債権債務がないこ

とを相互に確認する｡ 
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議案第５号 

 

泉南市附属機関に関する条例及び報酬及び費用弁償条例の一部を改正する条例の制定に

ついて 
 

泉南市附属機関に関する条例及び報酬及び費用弁償条例の一部を改正する条例を別紙のように定める。 

 

令和４年３月３日提出 

 

                      泉南市長 竹 中 勇 人 

 

提案理由 

名称を変更する附属機関の整理を行うとともに、文言の整理及び委員の報酬を定める必要があるため、本条例を提案する

ものである。 
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泉南市条例第 号 

泉南市附属機関に関する条例及び報酬及び費用弁償条例の一部を改正する条例 

（泉南市附属機関に関する条例の一部改正) 

第１条 泉南市附属機関に関する条例（昭和４６年泉南市条例第１１号）の一部を次のように改正する。 

別表第１泉南市地域福祉計画策定委員会の項を次のように改める。 

泉南市福祉のまちづくり推進計画委

員会 

市の福祉のまちづくり推進計画の策定及び進

捗管理に関する事項 

（報酬及び費用弁償条例の一部改正) 

第２条 報酬及び費用弁償条例（昭和３１年泉南市条例第２３号）の一部を次のように改正する。 

別表地域福祉計画策定委員会委員の項中「地域福祉計画策定」を「福祉のまちづくり推進計画」に改め、同表障害支援

区分認定審査会委員の項の次に次のように加える。 

結核対策委員会委員 日額 １８，０００円 

別表市医及び校医（内科、歯科）の項中「及び校医（内科、歯科）」を「、校園医、校園歯科医」に改める。 

附 則 

この条例は、令和４年４月１日から施行する。 
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議案第６号 

 

職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例の制定について 

 

職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例を別紙のように定める。 

 

令和４年３月３日提出 

 

                      泉南市長 竹 中 勇 人 

 

提案理由 

育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律（平成３年法律第７６号）の一部改正に伴い、

非常勤職員の育児休業の取得要件の緩和等所要の措置を講じる必要があるため、本条例を提案するものである。 
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泉南市条例第 号 

 

職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例 

 

職員の育児休業等に関する条例（平成４年泉南市条例第７号）の一部を次のように改正する。 

第２条第３号ア（ア）を削り、同号ア（イ）中「特定職に引き続き」を「引き続いて任命権者を同じくする職（以下「特

定職」という。）に」に改め、同号ア中（イ）を（ア）とし、（ウ）を（イ）とする。 

本則に次の２条を加える。 

（妊娠又は出産等についての申出があった場合における措置等） 

第２４条 任命権者は、職員が当該任命権者に対し、当該職員又はその配偶者が妊娠し、又は出産したことその他これに準

ずる事実を申し出たときは、当該職員に対して、育児休業に関する制度その他の事項を知らせるとともに、育児休業の承

認の請求に係る当該職員の意向を確認するための面談その他の措置を講じなければならない。 

２ 任命権者は、職員が前項の規定による申出をしたことを理由として、当該職員が不利益な取扱いを受けることがないよ

うにしなければならない。 

（勤務環境の整備に関する措置） 

第２５条 任命権者は、育児休業の承認の請求が円滑に行われるようにするため、次に掲げる措置を講じなければならない。 

⑴ 職員に対する育児休業に係る研修の実施 

⑵ 育児休業に関する相談体制の整備 

⑶ その他育児休業に係る勤務環境の整備に関する措置 

附 則 

この条例は、令和４年４月１日から施行する。 
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議案第７号 

  

泉南市職員旅費条例等の一部を改正する条例の制定について 
  

泉南市職員旅費条例等の一部を改正する条例を別紙のように定める。 

  

令和４年３月３日提出 

  

                     泉南市長 竹 中 勇 人 

  

提案理由 

社会情勢の変化に応じた旅費制度の運用を図るため、鉄道賃等の支給方法を見直すことに伴い、関係条例の整備が必要な

ことから、本条例を提案するものである。 
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泉南市条例第 号 

 

泉南市職員旅費条例等の一部を改正する条例 
 

（泉南市職員旅費条例の一部改正） 

第１条 泉南市職員旅費条例（昭和３１年泉南市条例第７号）の一部を次のように改正する。 

 目次中「第１０条の２」を「第１２条」に、「第１１条・第１２条」を「第１３条―第１５条」に、「第１３条」を

「第１６条」に、「第１５条」を「第１８条」に、「第１６条」を「第１９条」に、「第２０条」を「第２３条」に改め

る。 

第１条中「、別表第２及び別表第３」を「及び別表第２」に改める。 

第２条中「一般職の職員及び特別職の職員の給与に関する条例」を、「一般職の職員の給与に関する条例（昭和３２年

泉南市条例第３０号）及び特別職の職員の給与に関する条例（昭和３１年泉南市条例第３７号）」に改める。 

第３条中「、食卓料」を削り、同条ただし書中「公務の都合又は天災その他やむをえない事由」を「公務上の必要又は

天災その他やむを得ない事情」に改める。 

第７条第１項中「又は軌道」を削り、同条第２項中「、軌道」を削る。 

第８条を次のように改める。 

（鉄道賃） 

第８条 鉄道賃の額は、次に掲げる旅客運賃（以下この条において「運賃」という。）、急行料金及び座席指定料金によ

る。 

⑴ その乗車に要する運賃 

⑵ 急行料金を徴する客車を運行する線路による旅行の場合は、前号に規定する運賃のほか、急行料金 
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⑶ 座席指定料金を徴する客車を運行する線路による旅行の場合には、前２号に規定するもののほか、座席指定料金 

２ 前項第２号に規定する急行料金は、次の各号のいずれかに該当する場合に限り、支給する。 

⑴ 特別急行列車を運行する線路による片道１００キロメートル以上の旅行については、特別急行料金 

⑵ 普通急行列車を運行する線路による片道５０キロメートル以上の旅行については、急行料金 

３ 第１項第３号に規定する座席指定料金は、普通急行列車を運行する線路による片道１００キロメートル以上の旅行に

ついて、支給する。 

第２０条を第２３条とし、第１９条を第２２条とする。 

第１８条ただし書中「但し」を「ただし」に改め、同条を第２１条とし、第１７条を第２０条とする。 

第１６条ただし書中「但し」を「ただし」に改め、同条を第１９条とする。 

第１５条第１項第２号中「第１３条」を「第１６条」に改め、第４章中同条を第１８条とし、第１４条を第１７条とす

る。 

第１３条第１項第１号中「別表第３」を「別表第２」に改め、同条を第１６条とする。 

第１２条の見出しを削り、同条第２項本文中「１日」を「、１日」に改め、同項ただし書中「但し」を「ただし」に、

「これを」を「、これを」に改め、第３章中同条を第１５条とする。 

第１１条の見出し中「宿泊料」を「、宿泊料」に改め、同条中「日数に応じ」を「日数に応じて別表第１に定める額を」

に改め、「応じて」の次に「別表第１に定める額の範囲内で現に宿泊に要した額を」を加え、同条後段を削り、同条に次

の２項を加える。 

２ 三重県、滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県又は和歌山県に旅行する場合は、前項の規定にかかわらず日当を

支給しない。 

３ 航空旅行及び水路旅行には、公務上の必要又は天災その他やむを得ない事情により、着陸又は上陸して宿泊した場合

のほかは、第１項の規定にかかわらず宿泊料を支給しない。 

43



第１１条を第１３条とし、同条の次に次の見出し及び１条を加える。 

（旅費の計算） 

第１４条 旅費は最も経済的な通常の経路及び方法により旅行した場合の旅費により計算する。ただし、公務上の必要又

は天災その他やむを得ない事情により最も経済的な通常の経路又は方法によって旅行しがたい場合には、その現によっ

た経路及び方法によって計算する。 

第２章中第１０条の２を第１２条とする。 

第１０条を削る。 

第９条中「その通過せる路程を合算してこれを」を「路程に応じ旅客運賃等により」に改め、同条ただし書を削り、同

条に次の１項を加える。 

２ 車賃の額は、現に支払った旅客運賃等による。 

第９条を第１１条とし、第８条の次に次の２条を加える。 

（航空賃） 

第９条 航空賃の額は、現に支払った旅客運賃による。 

（船賃） 

第１０条 船賃の額は、次に掲げる旅客運賃（はしけ賃及び桟橋賃を含む。以下この条において「運賃」という。）及び

寝台料金による。 

⑴ 運賃の等級を３階級に区分する船舶による旅行の場合には、中級の運賃 

⑵ 運賃の等級を２階級に区分する船舶による旅行の場合には、上級の運賃 

⑶ 運賃の等級を設けない船舶による旅行の場合には、その乗船に要する運賃 

⑷ 公務上の必要により別に寝台料金を必要とした場合には、前３号に規定する運賃のほか、現に支払った寝台料金 

別表第１を次のように改める。 
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別表第１（第１条、第１３条関係） 

日当 

（１日につき） 

宿泊料 

（１夜につき） 

２，０００円 １４，０００円 

別表第２を削る。 

別表第３中「第１３条」を「第１６条」に改め、同表を別表第２とする。 

（報酬及び費用弁償条例の一部改正） 

第２条 報酬及び費用弁償条例（昭和３１年泉南市条例第２３号）の一部を次のように改正する。 

 本則を次のように改める。 

（趣旨） 

第１条 この条例は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２０３条の２第１項に規定する非常勤の特別職の職員

（以下「非常勤職員」という。）の報酬及び費用弁償について必要な事項を定めるものとする。 

（報酬の額） 

第２条 報酬の額は、別表のとおりとする。 

（報酬の支給方法等） 

第３条 月額報酬の定めのある職員が月の中途で就職した者である場合は、その就職の月分を日割計算により、月の中途

で離職し又は死亡した場合は、その月分全額を支給する。 

２ 年額報酬の定めのある職員が年の中途で就職した者である場合は、その就職の月分から、年の中途で離職し、又は死

亡した場合は、その月分までを月割計算により支給する。 
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３ 非常勤職員を離職した者が同月中に再び同じ職についた場合は、前２項の規定にかかわらずその月分の報酬は支給し

ない。 

４ 日額報酬はその都度支給し、月額報酬は毎月末、年額報酬は毎年３月末に支給する。 

５ 前項に定めるもののほか、報酬の支給方法については、一般職の職員の給与に関する条例（昭和３２年泉南市条例第

３０号）中給料支給の関係規定を準用する。 

（費用弁償） 

第４条 非常勤職員が公務のため旅行したときは、その費用弁償として、旅費を支給する。 

２ 前項の規定による費用弁償の支給方法は、泉南市職員旅費条例（昭和３１年泉南市条例第７号）の関係規定を準用す

る。 

３ 前２項に規定するもののほか、職員が職務を行うために要した経費は、その実費を弁償することができる。 

（議会等の要求により出頭した者等に対する実費弁償条例の一部改正） 

第３条 議会等の要求により出頭した者等に対する実費弁償条例（昭和６１年泉南市条例第６号）の一部を次のように改正

する。 

第３条第１項第２号中「３１年」の次に「泉南市」を加え、「に規定する職務の級一般職３級にある職員が支給される

旅費に相当する額」を「の適用を受ける職員の例による」に改め、同号ただし書を削る。 

（泉南市消防団の定員、任免、給与、服務等に関する条例の一部改正）  

第４条 泉南市消防団の定員、任免、給与、服務等に関する条例（昭和４４年泉南市条例第１６号）の一部を次のように改

正する。 

第１２条第１項中「第１」を削る。 

第１３条第２項中「別表第２のとおりとする」を「泉南市職員旅費条例（昭和３１年泉南市条例第７号。以下「職員旅

費条例」という。）の適用を受ける職員の例による」に改め、同条第３項中「泉南市」及び「（昭和３１年条例第７号）」
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を削る。 

別表第１を別表とする。 

別表第２を削る。 

附 則 

この条例は、令和４年４月１日から施行する。 

47



白  紙 

48

kagotani2320
長方形



議案第８号 

 

特別職の職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例の制定について 

 

特別職の職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例を別紙のように定める。 

 

令和４年３月３日提出 

 

                      泉南市長 竹 中 勇 人 

 

提案理由 

 他の地方公共団体等の職員であった者が教育長になった場合の退職手当について、規定の整備を行うため、本条例を提案

するものである。 
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泉南市条例第 号 

 

特別職の職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例 

 

特別職の職員の退職手当に関する条例（平成１１年泉南市条例第１６号）の一部を次のように改正する。 

附則に次の１項を加える。 

（教育長の退職手当の特例） 

９ 他の地方公共団体等の職員が退職した場合において、その者が退職日の翌日に教育長に再任したときは、第３条第３項

の規定にかかわらず、任期ごとの退職手当は支給しない。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第９号 

 

泉南市国民健康保険条例の一部を改正する条例の制定について 

 

泉南市国民健康保険条例の一部を改正する条例を別紙のように定める。 

 

令和４年３月３日提出 

 

                      泉南市長 竹 中 勇 人 

 

提案理由 

 国民健康保険の保険料について、未就学児に係る被保険者均等割額を減額することに伴い、減額する額を算出する際の端

数処理について所要の措置を講じる必要があるため、本条例を提案するものである。 
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泉南市条例第 号 

 

泉南市国民健康保険条例の一部を改正する条例 

 

泉南市国民健康保険条例（令和元年泉南市条例第２９号）の一部を次のように改正する。 

第４２条第１項中「保険料額」の次に「から、当該保険料額」を、「乗じて得た額」の次に「（第１７条第２項の規定に

より端数の切り上げを行った後の額とする。）を控除して得た額」を加え、同条第２項中「第２項及び」を削り、同条第３

項中「「第２６条又は第２９条」と」の次に「、「第１７条第２項」とあるのは「第２６条第２項」と」を加え、「「第１

７条」」を「「第１７条第３項」」に、「「第２６条」」を「「第２６条第３項」」に改め、同条第４項を次のように改め

る。 

４ 当該年度において第４０条に規定する基準に従い保険料を減額するものとした納付義務者の世帯に未就学児がある場合

における当該未就学児に係る当該年度分の基礎賦課額の被保険者均等割額は、第１号に掲げる額から第２号に掲げる額を

控除して得た額とする。 

 ⑴ 第１７条又は第２０条の基礎賦課額の被保険者均等割の保険料額から、当該保険料額に第４０条第１項各号に規定す

る場合に応じてそれぞれ同項各号アに掲げる割合を乗じて得た額（第１７条第２項の規定により端数の切り上げを行

った後の額とする。）を控除して得た額 

 ⑵ 前号に掲げる額に、それぞれ、１０分の５を乗じて得た額（第１７条第２項の規定により端数の切り上げを行った後

の額とする。） 

 第４２条第５項中「第２項及び」を削り、同条第６項中「、「同条第２項」とあるのは「同条第３項」と」を削り、

「「第１７条」」を「「第１７条第３項」」に、「「第２６条」」を「「第２６条第３項」」に改める。 
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附 則 

この条例は、令和４年４月１日から施行する。 
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議案第１０号 

 

南部大阪都市計画りんくうタウン南・中地区地区計画の区域内における建築物及び緑化

率の制限に関する条例の一部を改正する条例の制定について 
 

南部大阪都市計画りんくうタウン南・中地区地区計画の区域内における建築物及び緑化率の制限に関する条例の一部を改

正する条例を別紙のように定める。 

 

令和４年３月３日提出 

 

                      泉南市長 竹 中 勇 人 

 

提案理由 

南部大阪都市計画りんくうタウン南・中地区地区計画の区域内における公園及び緑地が充足したため、当該区域内におけ

る緑化率の最低限度の制限を撤廃するため、本条例を提案するものである。 
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泉南市条例第 号 

 

南部大阪都市計画りんくうタウン南・中地区地区計画の区域内における建築物及び緑化

率の制限に関する条例の一部を改正する条例 
 

南部大阪都市計画りんくうタウン南・中地区地区計画の区域内における建築物及び緑化率の制限に関する条例（平成７年

泉南市条例第２１号）の一部を次のように改正する。 

題名中「及び緑化率」を削る。 

第１条中「平成２９年泉南市告示第１９号」を「令和４年泉南市告示第 号」に改め、「及び都市緑地法（昭和４８年法

律第７２号）第３９条第１項の規定に基づく建築物の緑化率の最低限度」を削る。 

第２条中「及び都市緑地法」を削る。 

第８条を削り、第９条を第８条とし、第１０条から第１３条までを１条ずつ繰り上げる。 

別表第１りんくうＡ地区［１］の項中「風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律」の次に「（昭和２３年号外

法律第１２２号）」を加え、同表りんくうＢ地区［１］の項中「都市公園法第２条第２項」を「都市公園法（昭和３１年法

律第７９号）第２条第２項」に改める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第１１号 

泉南市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例の制定について

泉南市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例を別紙のように定める。 

令和４年３月３日提出 

泉南市長 竹 中 勇 人 

提案理由 

 消防団員等公務災害補償等責任共済等に関する法律（昭和３１年法律第１０７号）の一部改正に伴い、所要の措置

を講じる必要から、本条例を提案するものである。 
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泉南市条例第 号 

 

泉南市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例 

 

泉南市消防団員等公務災害補償条例（昭和４１年泉南市条例第１６号）の一部を次のように改正する。 

第３条第２項ただし書を削る。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和４年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例の施行の際現に担保に供されている傷病補償年金又は年金である障害補償若しくは遺族補償を受ける権利は、

この条例の施行の日以後も、なお従前の例により担保に供することができる。 
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議案第１２号 
 

令和３年度大阪府泉南市一般会計補正予算（第１４号） 

 

令和３年度大阪府泉南市の一般会計補正予算（第１４号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１５４，４５９千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 

２８，７２５，９９１千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出

予算補正」による。 

（繰越明許費の補正） 
第２条 繰越明許費の補正は、「第２表  繰越明許費補正」による。 

（地方債の補正） 

第３条 地方債の補正は、「第３表 地方債補正」による。 

 

 令和４年３月３日提出 

    

泉南市長 竹 中 勇 人 
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　１．　歳　　入 (単位：千円）

6 法人事業税交付金 19,300 71,800 91,100

1 法人事業税交付金 19,300 71,800 91,100

10 地方特例交付金 55,693 90,300 145,993

2 
新型コロナウイルス感染症対策
地方税減収補填特別交付金

0 90,300 90,300

11 地方交付税 3,539,056 523,033 4,062,089

1 地方交付税 3,539,056 523,033 4,062,089

15 国庫支出金 7,895,554 △ 39,620 7,855,934

1 国庫負担金 4,511,128 △ 10,289 4,500,839

2 国庫補助金 3,365,481 △ 29,331 3,336,150

16 府支出金 2,292,042 △ 27,168 2,264,874

1 府負担金 1,573,359 △ 17,813 1,555,546

2 府補助金 594,141 △ 257 593,884

3 委託金 124,542 △ 9,098 115,444

17 財産収入 24,583 150 24,733

1 財産運用収入 15,490 150 15,640

19 繰入金 1,261,421 △ 402,049 859,372

1 基金繰入金 1,256,091 △ 402,049 854,042

20 諸収入 265,678 △ 28,787 236,891

3 雑入 258,669 △ 28,787 229,882

21 市債 1,549,449 △ 33,200 1,516,249

第 １ 表   歳 入 歳 出 予 算 補 正　

補 正 前 の 額 補　　正　　額 計款 項
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(単位：千円）

1 市債 1,549,449 △ 33,200 1,516,249

28,571,532 154,459 28,725,991 歳 入 合 計 

補　　正　　額 計補 正 前 の 額款 項
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（単位：千円）

1 議会費 213,702 △ 5,150 208,552

1 議会費 213,702 △ 5,150 208,552

2 総務費 2,527,185 △ 35,472 2,491,713

1 総務管理費 1,962,335 4,400 1,966,735

3 戸籍住民基本台帳費 209,314 △ 30,774 178,540

4 選挙費 54,086 △ 9,098 44,988

3 民生費 14,334,249 △ 41,218 14,293,031

1 社会福祉費 5,454,856 29,923 5,484,779

2 児童福祉費 4,932,762 △ 42,858 4,889,904

4 国民健康保険費 977,087 △ 27,623 949,464

5 介護保険費 950,276 △ 660 949,616

4 衛生費 2,332,393 △ 13,410 2,318,983

1 保健衛生費 1,145,442 8,000 1,153,442

2 清掃費 1,165,443 △ 21,410 1,144,033

7 土木費 1,646,161 △ 115,889 1,530,272

2 道路橋梁費 295,816 △ 6,267 289,549

4 都市計画費 1,092,049 △ 105,678 986,371

5 住宅費 95,398 △ 3,944 91,454

8 消防費 957,544 △ 3,118 954,426

1 消防費 957,544 △ 3,118 954,426

9 教育費 2,201,022 △ 14,258 2,186,764

　２．　歳　　出

補　　正　　額 計補 正 前 の 額款 項
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（単位：千円）

1 教育総務費 580,360 △ 10,058 570,302

3 中学校費 257,631 △ 3,000 254,631

6 保健体育費 85,407 △ 1,200 84,207

11 諸支出金 1,269,531 382,974 1,652,505

1 財政調整基金費 263,590 58,328 321,918

2 公共施設整備基金費 1,317 150 1,467

3 公債費管理基金費 7,090 324,320 331,410

10 雑支出 288,339 176 288,515

28,571,532 154,459 28,725,991 歳　　　　　　出　　　　　　合　　　　　　計 

補　　正　　額 計補 正 前 の 額款 項
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第２表　繰越明許費補正

１　追　　加

款 項 事　　　　業　　　　名 金　　　　額

総 務 費 総 務 管 理 費 住民情報記録システム事業 ４，４００千円

土 木 費 道 路 橋 梁 費 道路新設改良事業 ３，８９０千円

土 木 費 都 市 計 画 費 砂川樫井線新設事業 ７９，７９６千円

土 木 費 都 市 計 画 費 信達樽井線改良事業 １２，０００千円

消 防 費 消 防 費 消防水利整備事業 ４９，５００千円

教 育 費 教 育 総 務 費 新型コロナウイルス感染症対策事業 １８，０００千円

災 害 復 旧 費
農 林 水 産 業 施 設
災 害 復 旧 費

林道施設災害復旧事業 ８，５００千円
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第３表　地方債補正

１  変    更

起 債 の 目 的

　　千円 年％以内

し尿処理施設整備事業 46,500 普通貸借 ６

(証書借入)

又　　は

証券発行

道路整備事業 94,600 〃 〃 〃

住宅整備事業 2,900 〃 〃 〃

消防施設整備事業 70,800 〃 〃 〃

61,100 〃 〃 〃

70,600 〃 〃 〃

2,000 〃 〃 〃

補 正 前 補 正 後

限 度 額 起債の方法 利 率 償 還 方 法 限度額 起債の方法 利率 償還方法

　　千円 年％以内

（ただし、利率見直し方式
で借り入れる政府資金及び
地方公共団体金融機構資金
について、利率の見直しを
行った後においては当該見
直し後の利率）

政府その他の金融機関の資金
については、その融通条件に
よる。ただし、財政の都合に
より、償還期限及び据置期間
を短縮し、又は繰上償還若し
くは低利に借り換えることが
できる。

47,900 補正前と同じ 補正前と同じ 補正前と同じ
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令和３年度 

大阪府泉南市一般会計補正予算（第１４号）事項別明細書 



白 紙 

kagotani2320
長方形



（単位：千円）

 6

法人事業税交付金 19,300 71,800 91,100

( 1)

法人事業税交付金 19,300 71,800 91,100

  1) 1. 法人事業税交付金

法人事業税交付金 19,300 71,800 91,100 法人事業税交付金 71,800

10

地方特例交付金 55,693 90,300 145,993

( 2)

新型コロナウイル

ス感染症対策地方

税減収補填特別交

付金 0 90,300 90,300

  1) 1. 新型コロナウイルス感染症対策地方税減収補填特別

新型コロナウイル 新型コロナウイル 交付金

ス感染症対策地方 ス感染症対策地方

税減収補填特別交 税減収補填特別交

付金 0 90,300 90,300 付金 90,300

11

地方交付税 3,539,056 523,033 4,062,089

( 1)

地方交付税 3,539,056 523,033 4,062,089

  1) 1. 普通交付税

地方交付税 3,539,056 523,033 4,062,089 地方交付税 523,033

15

国庫支出金 7,895,554 △39,620 7,855,934

( 1)

国庫負担金 4,511,128 △10,289 4,500,839

  1) 2. 施設等利用給付費負担金（保育子ども課）

民生費国庫負担金 4,133,085 △10,289 4,122,796 児童福祉費負担金 △5,329

4. 保険基盤安定負担金

国民健康保険費負

担金 △4,960

款 15 国庫支出金　　項  1 国庫負担金

歳　　　　　　　　　　　　入

款　　項 目 補正前の額 補　正　額 計
節

説　　                  明
区　　分 金　　額
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款 15 国庫支出金　　項  2 国庫補助金 （単位：千円）

( 2)

国庫補助金 3,365,481 △29,331 3,336,150

  1) 1. 社会保障・税番号制度システム整備費補助金 4,400

総務費国庫補助金 407,572 27,450 435,022 総務管理費補助金 33,719 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 27,021

マイナポイント事業費補助金 2,298

2. 個人番号カード交付事業費補助金

戸籍住民基本台帳

費補助金 △6,269

  2) 2. 保育対策総合支援事業費補助金 △7,222

民生費国庫補助金 2,534,668 696 2,535,364 児童福祉費補助金 696 子ども・子育て支援交付金（家庭支援課） 2,825

保育士等処遇改善臨時特例交付金（保育子ども課） 5,093

  3) 1. 子ども・子育て支援交付金（保健推進課）

衛生費国庫補助金 201,136 3,509 204,645 保健衛生費補助金 3,509

  4) 1. 社会資本整備総合交付金（道路課） △5,179

土木費国庫補助金 175,496 △69,311 106,185 道路橋梁費補助金 △8,299 道路メンテナンス事業補助金 △3,120

2. 社会資本整備総合交付金（道路課） △57,208

都市計画費補助金 △58,778 社会資本整備総合交付金（住宅公園課） △720

社会資本整備総合交付金（都市政策課） △850

3. 社会資本整備総合交付金（住宅公園課）

住宅費補助金 △2,234

  5) 5. 学校保健特別対策事業費補助金

教育費国庫補助金 46,609 8,325 54,934 教育総務費補助金 8,325

16

府支出金 2,292,042 △27,168 2,264,874

( 1)

府負担金 1,573,359 △17,813 1,555,546

  1) 1. 後期高齢者医療保険基盤安定負担金

民生費府負担金 1,573,359 △17,813 1,555,546 社会福祉費負担金 744

2. 施設等利用給付費負担金（保育子ども課）

児童福祉費負担金 △2,665

目 補正前の額 補　正　額 計
節

説　　                  明
区　　分 金　　額

款　　項
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4. 保険基盤安定負担金

国民健康保険費負

担金 △15,892

( 2)

府補助金 594,141 △257 593,884

  1) 2. パスポート交付事務費交付金

総務費府補助金 15,459 △1,604 13,855 戸籍住民基本台帳

費補助金 △1,604

  2) 1. 新型コロナウイルス感染症セーフティネット強化交

民生費府補助金 462,289 2,493 464,782 社会福祉費補助金 4,847 付金

2. 新子育て支援交付金（家庭支援課） △1,002

児童福祉費補助金 △2,354 子ども・子育て支援交付金（家庭支援課） △1,352

  3) 1. 子ども・子育て支援交付金（保健推進課）

衛生費府補助金 11,775 △1,504 10,271 保健衛生費補助金 △1,504

  6) 2. 牧野山手線改良事業補助金

土木費府補助金 40,063 358 40,421 道路橋梁費補助金 △1,455

4. 震災対策推進事業補助金 △225

都市計画費補助金 1,813 砂川樫井線新設事業補助金 2,038

( 3)

委託金 124,542 △9,098 115,444

  1) 5. 衆議院議員総選挙委託金

総務費委託金 118,113 △9,098 109,015 選挙費委託金 △9,098

17

財産収入 24,583 150 24,733

( 1)

財産運用収入 15,490 150 15,640

  2) 1. 公共施設整備基金利子収入

利子及び配当金 1,636 150 1,786 利子及び配当金 150

19

繰入金 1,261,421 △402,049 859,372

( 1)

基金繰入金 1,256,091 △402,049 854,042

  1) 1. 公債費管理基金繰入金

公債費管理基金繰 公債費管理基金繰

入金 477,300 △325,183 152,117 入金 △325,183

款 19 繰入金　　項  1 基金繰入金
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款 19 繰入金　　項  1 基金繰入金 （単位：千円）

  7) 1. 財政調整基金繰入金

財政調整基金繰入 財政調整基金繰入

金 76,866 △76,866 0 金 △76,866

20

諸収入 265,678 △28,787 236,891

( 3)

雑入 258,669 △28,787 229,882

  2) 1. 身体障害者更生医療費返還金

雑入 254,300 △28,787 225,513 返還金 351

2. 収入印紙等売払収入

売払収入 △18,847

3. ＪＥＴ住宅家賃 △9,516

徴収金収入 △10,716 生涯学習・スポーツ等事業参加費 △1,200

4. 広告付番号案内システムモニター使用料

雑入 425

21

市債 1,549,449 △33,200 1,516,249

( 1)

市債 1,549,449 △33,200 1,516,249

  3) 2. し尿処理施設整備事業債

衛生債 92,500 1,400 93,900 清掃債 1,400

  4) 1. 道路整備事業債

土木債 98,400 △34,400 64,000 道路橋梁債 6,100

3. 道路整備事業債

都市計画債 △39,600

4. 住宅整備事業債

住宅債 △900

  5) 1. 消防施設整備事業債

消防債 70,800 △200 70,600 消防債 △200

款　　項 目 補正前の額

歳 入 合 計 28,571,532 154,459 28,725,991

補　正　額 計
節

説 明
区　　分 金　　額
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（単位：千円）

 1 議会費 213,702 △5,150 208,552 △5,150

( 1) 議会費 213,702 △5,150 208,552 △5,150

  1) 議会費 213,702 △5,150 208,552 △5,150

金　　　額

 8. 旅費 △3,173

13. 使用料及び賃借料 △561

17. 備品購入費 △996

18. 負担金、補助及び

交付金 △420

[ 2] 議会運営事業 10,884 △2,430 8,454 △2,430 議会事務局

金　　　額

 8. 旅費 △453 費用弁償 △233

普通旅費 △220

13. 使用料及び賃借料 △561 バス借上料 △121

タクシー借上料 △440

17. 備品購入費 △996 機械器具費

18. 負担金、補助及び 各議長会総会等参加及び研修会負担金 △400

交付金 △420 全国民間空港所在都市議会協議会分担金 △20

[ 3] 議会活動補助事

業 2,916 △2,720 196 △2,720 議会事務局

金　　　額

 8. 旅費 △2,720 費用弁償 △2,400

普通旅費 △320

 2 総務費 2,527,185 △35,472 2,491,713 △28,695 △6,777

国庫支出金

429

府支出金

△10,702

諸収入

△18,422

( 1) 総務管理費 1,962,335 4,400 1,966,735 6,698 △2,298

国庫支出金

6,698

 10) 情報管理費 230,498 4,400 234,898 6,698 △2,298

款  2 総務費　　項  1 総務管理費

一 般 財 源

歳　　　　　　　　　　　　出

款　　項　　目　　事業 補正前の額 補　正　額 計
補 正 額 の 財 源 内 訳

説　　 　　　　  明
特  定  財  源

節　　区　　分

節　　区　　分

節　　区　　分
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款  2 総務費　　項  1 総務管理費 （単位：千円）

国庫支出金

6,698

金　　　額

12. 委託料 4,400

[ 3] 住民情報記録シ

ステム事業 100,003 4,400 104,403 4,400 総務課

国庫支出金

4,400

[ 総務管理費補助金

4,400 ]

金　　　額

12. 委託料 4,400 電算システム改修委託料

[ 7] マイナポイント

利用促進事業 4,930 0 4,930 2,298 △2,298 総務課

国庫支出金

2,298

[ 総務管理費補助金

2,298 ]

( 3) 戸籍住民基本台

帳費 209,314 △30,774 178,540 △26,295 △4,479

国庫支出金

△6,269

府支出金

△1,604

諸収入

△18,422

  1) 戸籍住民基本台

帳費 209,314 △30,774 178,540 △26,295 △4,479

国庫支出金

△6,269

府支出金

△1,604

一 般 財 源
款　　項　　目　　事業 補正前の額 補　正　額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳
説　　 　　　　  明

特  定  財  源

節　　区　　分

節　　区　　分
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諸収入

△18,422

金 額

10. 需用費 △18,847

12. 委託料 △5,658

18. 負担金、補助及び

交付金 △6,269

[ 1] 人件費事業 114,224 0 114,224 △1,179 1,179 人事課

府支出金

△1,604

[ 戸籍住民基本台帳

費補助金

△1,604 ]

諸収入

425

[ 雑入

425 ]

[ 2] 住民登録事務事

業 44,436 △11,927 32,509 △6,269 △5,658 市民課

国庫支出金

△6,269

[ 戸籍住民基本台帳

費補助金

△6,269 ]

金 額

12. 委託料 △5,658 人材派遣委託料

18. 負担金、補助及び 個人番号カード交付事業負担金

交付金 △6,269

[ 5] パスポート交付

事業 20,803 △18,847 1,956 △18,847 市民課

諸収入

△18,847

[ 売払収入

△18,847 ]

金 額

10. 需用費 △18,847 消耗品費

款  2 総務費　　項  3 戸籍住民基本台帳費

節　　区　　分

節　　区　　分

節　　区　　分
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款  2 総務費　　項  4 選挙費 （単位：千円）

( 4) 選挙費 54,086 △9,098 44,988 △9,098

府支出金

△9,098

  2) 衆議院議員総選

挙費 29,716 △9,098 20,618 △9,098

府支出金

△9,098

金　　　額

 1. 報酬 △127

 3. 職員手当等 △2,023

 7. 報償費 △78

 8. 旅費 △14

10. 需用費 △568

11. 役務費 △258

12. 委託料 △2,444

13. 使用料及び賃借料 △616

17. 備品購入費 △2,970

[ 1] 選挙等執行事業 29,716 △9,098 20,618 △9,098 選挙管理委員会事務局

府支出金

△9,098

[ 選挙費委託金

△9,098 ]

金　　　額

 1. 報酬 △127 開票立会人報酬

 3. 職員手当等 △2,023 超勤手当 △1,633

管理職員特別勤務手当 △390

 7. 報償費 △78 ポスター掲示場設置箇所謝礼

 8. 旅費 △14 費用弁償 △2

普通旅費 △12

10. 需用費 △568 消耗品費 △466

食糧費 △3

印刷製本費 △98

一 般 財 源
款　　項　　目　　事業 補正前の額 補　正　額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳
説　　 　　　　  明

特  定  財  源

節　　区　　分

節　　区　　分
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被服費 △1

11. 役務費 △258 郵便料 △36

電話料 △29

速報電話架設料 △42

運搬料 △55

器具点検料 △72

保険料 △24

12. 委託料 △2,444 電算委託料 △122

警備委託料 △99

選挙公報配布委託料 △184

ポスター掲示場設置及び撤去費 △1,805

人材派遣委託料 △234

13. 使用料及び賃借料 △616 機械・器具借上料 △433

投票所借上料 △3

会場借上料 △160

車両借上料 △6

駐車通行料 △14

17. 備品購入費 △2,970 機械器具費

 3 民生費 14,334,249 △41,218 14,293,031 △24,913 △16,305

国庫支出金

△9,593

府支出金

△15,320

( 1) 社会福祉費 5,454,856 29,923 5,484,779 5,591 24,332

府支出金

5,591

  1) 社会福祉総務費 1,419,074 0 1,419,074 4,847 △4,847

府支出金

4,847

[14] 新型コロナウイ

ルス感染症生活

困窮者自立支援

金事業 103,470 0 103,470 4,847 △4,847 生活福祉課

府支出金

4,847

款  3 民生費　　項  1 社会福祉費
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款  3 民生費　　項  1 社会福祉費 （単位：千円）

[ 社会福祉費補助金

4,847 ]

  9) 老人福祉費 106,599 △1,500 105,099 △1,500

金　　　額

19. 扶助費 △1,500

[ 3] 養護老人ホーム

入所措置事業 6,573 △1,500 5,073 △1,500 長寿社会推進課

金　　　額

19. 扶助費 △1,500 老人保護措置費

 14) 後期高齢者医療

費 938,464 31,423 969,887 744 30,679

府支出金

744

金　　　額

18. 負担金、補助及び

交付金 30,431

27. 繰出金 992

[ 1] 後期高齢者医療

事業特別会計繰

出金事業 204,386 992 205,378 744 248 保険年金課

府支出金

744

[ 社会福祉費負担金

744 ]

金　　　額

27. 繰出金 992 後期高齢者医療事業特別会計繰出金

[ 2] 後期高齢者医療

負担金事業 734,078 30,431 764,509 30,431 保険年金課

金　　　額

18. 負担金、補助及び 後期高齢者医療広域連合療養給付費負担金 32,519

交付金 30,431 後期高齢者医療広域連合事務費負担金 △2,088

( 2) 児童福祉費 4,932,762 △42,858 4,889,904 △9,652 △33,206

一 般 財 源
款　　項　　目　　事業 補正前の額 補　正　額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳
説　　 　　　　  明

特  定  財  源

節　　区　　分

節　　区　　分

節　　区　　分

節　　区　　分

節　　区　　分

78



国庫支出金

△4,633

府支出金

△5,019

  1) 児童福祉総務費 2,322,743 △1,002 2,321,741 △1,002

府支出金

△1,002

金　　　額

 7. 報償費 △1,002

[ 4] 家庭児童相談室

事業 2,932 △1,002 1,930 △1,002 家庭支援課

府支出金

△1,002

[ 児童福祉費補助金

△1,002 ]

金　　　額

 7. 報償費 △1,002 支援者活動謝礼 △622

地域支援員謝礼 △320

訪問支援員謝礼 △60

  6) 保育教育支援費 1,675,447 △41,856 1,633,591 △10,623 △31,233

国庫支出金

△7,958

府支出金

△2,665

金　　　額

12. 委託料 △19,300

18. 負担金、補助及び

交付金 △22,556

[ 1] 人件費事業 230,842 0 230,842 △2,520 2,520 人事課

国庫支出金

△2,520

[ 児童福祉費補助金

△2,520 ]

[ 2] 保育所事業 162,796 △19,300 143,496 461 △19,761 保育子ども課

国庫支出金

461

款  3 民生費　　項  2 児童福祉費

節　　区　　分

節　　区　　分

節　　区　　分
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款  3 民生費　　項  2 児童福祉費 （単位：千円）

[ 児童福祉費補助金

461 ]

金 額

12. 委託料 △19,300 指定管理料

[ 4] 民間保育所等支

援事業 1,237,185 △22,556 1,214,629 △8,564 △13,992 保育子ども課

国庫支出金

△5,899

[ 児童福祉費負担金

△5,329 ]

[ 児童福祉費補助金

△570 ]

府支出金

△2,665

[ 児童福祉費負担金

△2,665 ]

金 額

18. 負担金、補助及び 施設等利用給付費負担金 △10,659

交付金 △22,556 民間保育所等運営費補助金 △11,897

8) 地域子育て支援

センター事業費 105,361 0 105,361 1,473 △1,473

国庫支出金

2,825

府支出金

△1,352

[ 1] 人件費事業 85,110 0 85,110 1,473 △1,473 人事課

国庫支出金

2,825

[ 児童福祉費補助金

2,825 ]

府支出金

△1,352

款　　項　　目　　事業 補正前の額 補　正　額 計
補 正 額 の 財 源 内 訳

説 明
特  定  財  源

節　　区　　分

節　　区　　分

一 般 財 源
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[ 児童福祉費補助金

△1,352 ]

( 4) 国民健康保険費 977,087 △27,623 949,464 △20,852 △6,771

国庫支出金

△4,960

府支出金

△15,892

  1) 国民健康保険費 977,087 △27,623 949,464 △20,852 △6,771

国庫支出金

△4,960

府支出金

△15,892

金　　　額

27. 繰出金 △27,623

[ 1] 国民健康保険事

業特別会計繰出

金事業 977,087 △27,623 949,464 △20,852 △6,771 保険年金課

国庫支出金

△4,960

[ 国民健康保険費負

担金

△4,960 ]

府支出金

△15,892

[ 国民健康保険費負

担金

△15,892 ]

金　　　額

27. 繰出金 △27,623 国民健康保険事業特別会計繰出金

( 5) 介護保険費 950,276 △660 949,616 △660

  1) 介護保険費 950,276 △660 949,616 △660

金　　　額

27. 繰出金 △660

[ 1] 介護保険事業特

別会計繰出金事

業 914,053 △660 913,393 △660 長寿社会推進課

款  3 民生費　　項  5 介護保険費

節　　区　　分

節　　区　　分

節　　区　　分
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款  3 民生費　　項  5 介護保険費 （単位：千円）

金　　　額

27. 繰出金 △660 介護保険事業特別会計繰出金

 4 衛生費 2,332,393 △13,410 2,318,983 3,405 △16,815

国庫支出金

3,509

府支出金

△1,504

地方債

1,400

( 1) 保健衛生費 1,145,442 8,000 1,153,442 2,005 5,995

国庫支出金

3,509

府支出金

△1,504

  1) 保健センター費 128,583 0 128,583 2,005 △2,005

国庫支出金

3,509

府支出金

△1,504

[ 1] 人件費事業 121,169 0 121,169 2,005 △2,005 人事課

国庫支出金

3,509

[ 保健衛生費補助金

3,509 ]

府支出金

△1,504

[ 保健衛生費補助金

△1,504 ]

  5) 成人病対策費 50,976 8,000 58,976 8,000

金　　　額

12. 委託料 8,000

款　　項　　目　　事業 補正前の額 補　正　額 計
補 正 額 の 財 源 内 訳

説　　 　　　　  明
特  定  財  源

節　　区　　分

節　　区　　分

一 般 財 源
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[ 2] 成人健康診査事

業 49,838 8,000 57,838 8,000 保健推進課

金 額

12. 委託料 8,000 子宮がん検診委託料 5,000

乳がん検診委託料 3,000

( 2) 清掃費 1,165,443 △21,410 1,144,033 1,400 △22,810

地方債

1,400

1) 塵芥処理費 951,191 △21,410 929,781 △21,410

金 額

18. 負担金、補助及び

交付金 △21,410

[ 4] 泉南清掃事務組

合負担金事業 568,222 △21,410 546,812 △21,410 清掃課

金 額

18. 負担金、補助及び 泉南清掃事務組合負担金

交付金 △21,410

2) し尿処理費 213,882 0 213,882 1,400 △1,400

地方債

1,400

[ 6] 双子川浄苑施設

整備事業 50,000 0 50,000 1,400 △1,400 環境整備課

地方債

1,400

[ 清掃債

1,400 ]

 7 土木費 1,646,161 △115,889 1,530,272 △103,353 △12,536

国庫支出金

△69,311

府支出金

358

地方債

△34,400

( 2) 道路橋梁費 295,816 △6,267 289,549 △3,654 △2,613

国庫支出金

△8,299

款  7 土木費　　項  2 道路橋梁費

節　　区　　分

節　　区　　分

節　　区　　分
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款  7 土木費　　項  2 道路橋梁費 （単位：千円）

府支出金

△1,455

地方債

6,100

  3) 道路維持費 114,585 △4,767 109,818 △420 △4,347

国庫支出金

△3,120

地方債

2,700

金　　　額

18. 負担金、補助及び

交付金 △4,767

[ 1] 道路維持管理事

業 77,735 △4,767 72,968 △420 △4,347 道路課

国庫支出金

△3,120

[ 道路橋梁費補助金

△3,120 ]

地方債

2,700

[ 道路橋梁債

2,700 ]

金　　　額

18. 負担金、補助及び 橋梁定期点検負担金

交付金 △4,767

  5) 道路新設改良費 32,081 △1,500 30,581 △3,234 1,734

国庫支出金

△5,179

府支出金

△1,455

地方債

3,400

款　　項　　目　　事業 補正前の額 補　正　額 計
補 正 額 の 財 源 内 訳

説　　 　　　　  明
特  定  財  源

節　　区　　分

節　　区　　分

一 般 財 源
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金　　　額

18. 負担金、補助及び

交付金 △1,500

[ 1] 道路新設改良事

業 32,081 △1,500 30,581 △3,234 1,734 道路課

国庫支出金

△5,179

[ 道路橋梁費補助金

△5,179 ]

府支出金

△1,455

[ 道路橋梁費補助金

△1,455 ]

地方債

3,400

[ 道路橋梁債

3,400 ]

金　　　額

18. 負担金、補助及び 新家駅兎田線改良事業負担金

交付金 △1,500

( 4) 都市計画費 1,092,049 △105,678 986,371 △96,565 △9,113

国庫支出金

△58,778

府支出金

1,813

地方債

△39,600

  1) 都市政策総務費 59,724 △1,450 58,274 △1,075 △375

国庫支出金

△850

府支出金

△225

金　　　額

18. 負担金、補助及び

交付金 △1,450

款  7 土木費　　項  4 都市計画費

節　　区　　分

節　　区　　分

節　　区　　分
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款  7 土木費　　項  4 都市計画費 （単位：千円）

[ 3] 安全・安心住ま

いづくり支援事

業 2,946 △1,450 1,496 △1,075 △375 都市政策課

国庫支出金

△850

[ 都市計画費補助金

△850 ]

府支出金

△225

[ 都市計画費補助金

△225 ]

金　　　額

18. 負担金、補助及び 住宅・建築物耐震改修等補助金

交付金 △1,450

  4) 公園管理費 70,811 △4,238 66,573 △720 △3,518

国庫支出金

△720

金　　　額

10. 需用費 △2,800

12. 委託料 △1,438

[ 2] 公園緑地等維持

管理事業（住宅

公園課） 61,966 △4,238 57,728 △720 △3,518 住宅公園課

国庫支出金

△720

[ 都市計画費補助金

△720 ]

金　　　額

10. 需用費 △2,800 光熱水費

12. 委託料 △1,438 公園施設長寿命化計画策定業務委託料

  6) 都市計画道路事

業費 117,245 0 117,245 13,080 △13,080

款　　項　　目　　事業 補正前の額 補　正　額 計
補 正 額 の 財 源 内 訳

説　　 　　　　  明
特  定  財  源

節　　区　　分

節　　区　　分

節　　区　　分

一 般 財 源
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国庫支出金

4,942

府支出金

2,038

地方債

6,100

[ 1] 砂川樫井線新設

事業 115,111 0 115,111 3,205 △3,205 道路課

国庫支出金

267

[ 都市計画費補助金

267 ]

府支出金

2,038

[ 都市計画費補助金

2,038 ]

地方債

900

[ 都市計画債

900 ]

[ 2] 信達樽井線改良

事業 2,134 0 2,134 9,875 △9,875 道路課

国庫支出金

4,675

[ 都市計画費補助金

4,675 ]

地方債

5,200

[ 都市計画債

5,200 ]

7) 和泉砂川駅周辺

整備事業費 113,167 △99,990 13,177 △107,850 7,860

国庫支出金

△62,150

地方債

△45,700

款  7 土木費　　項  4 都市計画費
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款  7 土木費　　項  4 都市計画費 （単位：千円）

金　　　額

16. 公有財産購入費 △40,490

21. 補償、補填及び賠

償金 △59,500

[ 1] 和泉砂川駅周辺

整備事業 113,167 △99,990 13,177 △107,850 7,860 道路課

国庫支出金

△62,150

[ 都市計画費補助金

△62,150 ]

地方債

△45,700

[ 都市計画債

△45,700 ]

金　　　額

16. 公有財産購入費 △40,490

21. 補償、補填及び賠

償金 △59,500

( 5) 住宅費 95,398 △3,944 91,454 △3,134 △810

国庫支出金

△2,234

地方債

△900

  1) 住宅管理費 95,067 △3,944 91,123 △3,134 △810

国庫支出金

△2,234

地方債

△900

金　　　額

12. 委託料 △3,944

[ 2] 市営住宅維持管

理事業 58,926 △2,210 56,716 △1,365 △845 住宅公園課

款　　項　　目　　事業 補正前の額 補　正　額 計
補 正 額 の 財 源 内 訳

説　　 　　　　  明
特  定  財  源

節　　区　　分

節　　区　　分

節　　区　　分

一 般 財 源
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国庫支出金

△1,365

[ 住宅費補助金

△1,365 ]

金　　　額

12. 委託料 △2,210 火災警報器更新業務委託料 △1,198

市営住宅長寿命化計画策定業務委託料 △1,012

[ 3] 市営住宅改修事

業 5,890 △1,734 4,156 △1,769 35 住宅公園課

国庫支出金

△869

[ 住宅費補助金

△869 ]

地方債

△900

[ 住宅債

△900 ]

金　　　額

12. 委託料 △1,734 設計委託料 △170

測量・調査等委託料 △1,564

 8 消防費 957,544 △3,118 954,426 △200 △2,918

地方債

△200

( 1) 消防費 957,544 △3,118 954,426 △200 △2,918

地方債

△200

  2) 非常備消防費 71,526 △3,118 68,408 △200 △2,918

地方債

△200

金　　　額

17. 備品購入費 △3,118

[ 3] 施設等管理事業 33,461 △3,118 30,343 △200 △2,918 危機管理課

地方債

△200

[ 消防債

△200 ]

款  8 消防費　　項  1 消防費

節　　区　　分

節　　区　　分

節　　区　　分
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款  8 消防費　　項  1 消防費 （単位：千円）

金 額

17. 備品購入費 △3,118 自動車購入費

 9 教育費 2,201,022 △14,258 2,186,764 △2,391 △11,867

国庫支出金

8,325

諸収入

△10,716

( 1) 教育総務費 580,360 △10,058 570,302 △1,191 △8,867

国庫支出金

8,325

諸収入

△9,516

2) 事務局費 331,939 △18,542 313,397 △18,542

金 額

1. 報酬 △18,542

[ 1] 人件費事業 327,624 △18,542 309,082 △18,542 人事課

金 額

1. 報酬 △18,542 会計年度任用職員報酬

3) 指導費 166,577 18,000 184,577 8,325 9,675

国庫支出金

8,325

金 額

10. 需用費 3,438

17. 備品購入費 14,562

[ 5] 新型コロナウイ

ルス感染症対策

事業 38,929 18,000 56,929 8,325 9,675 指導課

国庫支出金

8,325

[ 教育総務費補助金

8,325 ]

一 般 財 源
款　　項　　目　　事業 補正前の額 補　正　額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳
説 明

特  定  財  源

節　　区　　分

節　　区　　分

節　　区　　分

節　　区　　分
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金 額

10. 需用費 3,438 消耗品費 2,801

修繕料 637

17. 備品購入費 14,562 機械器具費

4) 国際教育推進費 42,753 △9,516 33,237 △9,516

諸収入

△9,516

金 額

13. 使用料及び賃借料 △9,516

[ 2] ＪＥＴプログラ

ム事業 42,453 △9,516 32,937 △9,516 人権国際教育課

諸収入

△9,516

[ 徴収金収入

△9,516 ]

金 額

13. 使用料及び賃借料 △9,516 住宅借上料

( 3) 中学校費 257,631 △3,000 254,631 △3,000

4) 中学校給食費 107,353 △3,000 104,353 △3,000

金 額

12. 委託料 △3,000

[ 1] 中学校給食提供

事業 95,609 △3,000 92,609 △3,000 教育総務課

金 額

12. 委託料 △3,000 給食業務委託料

( 6) 保健体育費 85,407 △1,200 84,207 △1,200

諸収入

△1,200

2) 保健体育推進費 32,271 △1,200 31,071 △1,200

諸収入

△1,200

金 額

18. 負担金、補助及び

交付金 △1,200

款  9 教育費　　項  6 保健体育費

節　　区　　分

節　　区　　分

節　　区　　分

節　　区　　分

節　　区　　分

節　　区　　分
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款  9 教育費　　項  6 保健体育費 （単位：千円）

[ 7] オープンウォー

ター競技大会開

催事業 11,880 △1,200 10,680 △1,200 生涯学習課

諸収入

△1,200

[ 徴収金収入

△1,200 ]

金　　　額

18. 負担金、補助及び オープンウォーター競技大会開催負担金

交付金 △1,200

11 諸支出金 1,269,531 382,974 1,652,505 326 382,648

財産収入

150

諸収入

176

( 1) 財政調整基金費 263,590 58,328 321,918 58,328

  1) 財政調整基金費 263,590 58,328 321,918 58,328

金　　　額

24. 積立金 58,328

[ 1] 財政調整基金事

業 263,590 58,328 321,918 58,328 財政課

金　　　額

24. 積立金 58,328

( 2) 公共施設整備基

金費 1,317 150 1,467 150

財産収入

150

  1) 公共施設整備基

金費 1,317 150 1,467 150

財産収入

150

一 般 財 源
款　　項　　目　　事業 補正前の額 補　正　額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳
説　　 　　　　  明

特  定  財  源

節　　区　　分

節　　区　　分

節　　区　　分
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金　　　額

24. 積立金 150

[ 1] 公共施設整備基

金事業 1,317 150 1,467 150 財政課

財産収入

150

[ 利子及び配当金

150 ]

金　　　額

24. 積立金 150

( 3) 公債費管理基金

費 7,090 324,320 331,410 324,320

  1) 公債費管理基金

費 7,090 324,320 331,410 324,320

金　　　額

24. 積立金 324,320

[ 1] 公債費管理基金

事業 7,090 324,320 331,410 324,320 財政課

金　　　額

24. 積立金 324,320

(10) 雑支出 288,339 176 288,515 176

諸収入

176

  2) 返還金 210,330 176 210,506 176

諸収入

176

金　　　額

22. 償還金、利子及び

割引料 176

[ 1] 国支出金・府支

出金返還金事業 210,330 176 210,506 176 障害福祉課

諸収入

176

[ 返還金

176 ]

款 11 諸支出金　　項 10 雑支出

節　　区　　分

節　　区　　分

節　　区　　分

節　　区　　分

節　　区　　分
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款 11 諸支出金　　項 10 雑支出 （単位：千円）

金 額

22. 償還金、利子及び 障害者医療費国庫負担金返還金

割引料 176

国庫支出金

△66,641

府支出金

△27,168

地方債

△33,200

財産収入

150

諸収入

△28,962

款　　項　　目　　事業 補正前の額 補　正　額 計
補 正 額 の 財 源 内 訳

説 明
特  定  財  源

節　　区　　分

歳 出 合 計 28,571,532 154,459 28,725,991

一 般 財 源
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その他の

手　　当
人 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

長　等 3 0 23,943 10,026 1,438 1,203 36,610 7,173 43,783

議　員 15 82,072 0 34,839 0 0 116,911 27,411 144,322

その他の
特別職

1,114 59,277 0 0 0 0 59,277 0 59,277

計 1,132 141,349 23,943 44,865 1,438 1,203 212,798 34,584 247,382

長　等 3 0 23,943 10,026 1,438 1,203 36,610 7,173 43,783

議　員 15 82,072 0 34,839 0 0 116,911 27,411 144,322

その他の
特別職

1,125 59,404 0 0 0 0 59,404 0 59,404

計 1,143 141,476 23,943 44,865 1,438 1,203 212,925 34,584 247,509

長　等 0 0 0 0 0 0 0 0 0

議　員 0 0 0 0 0 0 0 0 0

その他の
特別職

△ 11 △ 127 0 0 0 0 △ 127 0 △ 127

計 △ 11 △ 127 0 0 0 0 △ 127 0 △ 127

補正前

その他の手当
通勤手当 315千円
児童手当 240千円
単身赴任手当　648千円

比　較

期末手当 地域手当 計

補正後

その他の手当
通勤手当 315千円
児童手当 240千円
単身赴任手当　648千円

補　正　予　算　給　与　費　明　細　書

１．特別職

区 分 職員数

給 与 費

共済費 合　計 備 考
報酬 給料
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２．一般職

（１）総括

千円 千円

723 274,835 1,727,767

723 293,377 1,727,767

0 △ 18,542 0

扶養手当 管理職手当 住居手当 超過勤務手当 通勤手当 特殊勤務手当

千円 千円 千円 千円 千円 千円

47,762 41,724 19,901 94,427 35,505 5,445

47,762 41,724 19,901 96,060 35,505 5,445

0 0 0 △ 1,633 0 0

児童手当 勤勉手当 退職手当

千円 千円 千円

17,160 294,920 244,815

17,160 294,920 244,815

0 0 0

千円

452,808

452,808

0

職員手当等

千円

1,362,015

1,364,038

△ 2,023

0

報　酬

補正後

千円

3,364,617

計
区　分 職員数

手 当 等

1,116

3,385,182

△ 20,565

給 与 費

共済費

千円

609,326

609,326

0

給　料

補正後

区　分

△ 390

合　計

千円

3,973,943

3,994,508

△ 20,565

管理職員
特別勤務手当

期末手当

備 考

地域手当

千円

106,822

106,822

比　較

補正前

比　較

千円

726

の 内 訳

補正前

区　 分

補正前

補正後

職    員

比　較
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（２）給料及び職員手当等の増減額の明細

区　分 増減額

千円 千円

超過勤務手当 △ 1,633 千円

△ 390 千円

備 考

その他の増減分 衆議院議員総選挙に伴う不用額
 管理職員特別勤務手当

職員手当等 △ 2,023△ 2,023

増減事由別明細 説 明
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（単位：千円）

当 該 年 度 中 当 該 年 度 末 当 該 年 度 中 当 該 年 度 末

起 債 見 込 額 現 在 高 見 込 額 起 債 見 込 額 現 在 高 見 込 額

1. 425,100 13,343,183 391,900 13,309,983

(1) 土 木 98,600 1,896,289 65,100 1,862,789

(4) 公 営 住 宅 2,900 202,664 2,000 201,764

(6) 衛 生 92,500 1,635,122 93,900 1,636,522

(8) 消 防 70,800 177,435 70,600 177,235

1,610,949 25,826,194 1,577,749 25,792,994

地方債現在高の補正調書

区 分

補 正 前 の 額 補 正 後 の 額

普 通 債

計
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参　考

（単位：千円・％）

1 市税 8,543,811 8,543,811 29.7

2 地方譲与税 186,500 186,500 0.7

3 利子割交付金 8,500 8,500 ―

4 配当割交付金 42,700 42,700 0.2

5 株式等譲渡所得割交付金 45,800 45,800 0.2

6 法人事業税交付金 19,300 71,800 91,100 0.3

7 地方消費税交付金 1,274,600 1,274,600 4.4

8 ゴルフ場利用税交付金 42,600 42,600 0.2

9 環境性能割交付金 35,300 35,300 0.1

10 地方特例交付金 55,693 90,300 145,993 0.5

11 地方交付税 3,539,056 523,033 4,062,089 14.1

12 交通安全対策特別交付金 9,663 9,663  ―

13 分担金及び負担金 62,834 62,834 0.2

14 使用料及び手数料 329,413 329,413 1.2

15 国庫支出金 7,895,554 △39,620 7,855,934 27.4

16 府支出金 2,292,042 △27,168 2,264,874 7.9

17 財産収入 24,583 150 24,733 0.1

18 寄附金 702,804 702,804 2.4

19 繰入金 1,261,421 △402,049 859,372 3.0

20 諸収入 265,678 △28,787 236,891 0.8

款　別　現　計　予　算　表

１. 歳　　入

款 現　計　予　算　額 今　回　予　算　額 計 比　　率
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（単位：千円・％）

21 市債 1,549,449 △33,200 1,516,249 5.3

22 繰越金 384,231 384,231 1.3

28,571,532 154,459 28,725,991 100.0　　 歳 入 合 計  
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（単位：千円・％）

1 議会費 213,702 △5,150 208,552 0.7

2 総務費 2,527,185 △35,472 2,491,713 8.7

3 民生費 14,334,249 △41,218 14,293,031 49.8

4 衛生費 2,332,393 △13,410 2,318,983 8.1

5 農林水産業費 208,252 208,252 0.7

6 商工費 292,419 292,419 1.0

7 土木費 1,646,161 △115,889 1,530,272 5.3

8 消防費 957,544 △3,118 954,426 3.3

9 教育費 2,201,022 △14,258 2,186,764 7.6

10 公債費 2,554,074 2,554,074 8.9

11 諸支出金 1,269,531 382,974 1,652,505 5.7

12 予備費 20,000 20,000 0.1

13 災害復旧費 15,000 15,000 0.1

28,571,532 154,459 28,725,991 100.0　　 歳 出 合 計  

２. 歳　　出

款 現　計　予　算　額 今　回　予　算　額 計 比　　率
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議案第１３号

令和３年度大阪府泉南市国民健康保険事業特別会計補正予算（第３号） 

令和３年度大阪府泉南市の国民健康保険事業特別会計補正予算（第３号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ２７，６２３千円を減額し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 

７，８０２，６５２千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出

予算補正」による。 

令和４年３月３日提出 

泉南市長 竹 中 勇 人 
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　１．　歳　　入 (単位：千円）

1 国民健康保険料 1,318,950 △ 23,160 1,295,790

1 国民健康保険料 1,318,950 △ 23,160 1,295,790

4 府支出金 5,297,938 9,265 5,307,203

1 府補助金 5,297,938 9,265 5,307,203

5 繰入金 977,087 △ 27,623 949,464

1 他会計繰入金 977,087 △ 27,623 949,464

7 国庫支出金 0 13,895 13,895

1 国庫補助金 0 13,895 13,895

7,830,275 △ 27,623 7,802,652

第 １ 表   歳 入 歳 出 予 算 補 正　

補 正 前 の 額 補　　正　　額 計款 項

 歳 入 合 計 
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（単位：千円）

2 保険給付費 5,231,997 0 5,231,997

1 療養諸費 4,469,116 0 4,469,116

3 国民健康保険事業費納付金 2,148,787 0 2,148,787

1 医療給付費分 1,559,480 0 1,559,480

2 後期高齢者支援金等分 431,607 0 431,607

3 介護納付金分 157,700 0 157,700

7 予備費 87,591 △ 27,623 59,968

1 予備費 87,591 △ 27,623 59,968

7,830,275 △ 27,623 7,802,652

　２．　歳　　出

補　　正　　額 計補 正 前 の 額款 項

 歳 出 合 計 
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令和３年度 

大阪府泉南市国民健康保険事業特別会計補正予算（第３号）事項別明細書 



白 紙 

kagotani2320
長方形



（単位：千円）

 1

国民健康保険料 1,318,950 △23,160 1,295,790

( 1)

国民健康保険料 1,318,950 △23,160 1,295,790

  1) 1. 医療給付費現年分

一般被保険者国民 医療給付費現年分 △15,319

健康保険料 1,318,950 △23,160 1,295,790

2. 後期高齢者支援金現年分

後期高齢者支援金

現年分 △4,795

3. 介護納付金分現年分

介護納付金分現年

分 △3,046

 4

府支出金 5,297,938 9,265 5,307,203

( 1)

府補助金 5,297,938 9,265 5,307,203

  1) 2. 特別調整交付金分

保険給付費等交付 保険給付費等交付

金 5,290,482 9,265 5,299,747 金（特別交付金） 9,265

 5

繰入金 977,087 △27,623 949,464

( 1)

他会計繰入金 977,087 △27,623 949,464

  1) 1. 保険基盤安定繰入金

一般会計繰入金 977,087 △27,623 949,464 保険基盤安定繰入

金 △27,802

4. 財政安定化支援事業繰入金

財政安定化支援事

業繰入金 179

 7

国庫支出金 0 13,895 13,895

( 1)

国庫補助金 0 13,895 13,895

款  7 国庫支出金　　項  1 国庫補助金

歳 入

款　　項 目 補正前の額 補　正　額 計
節

説　  明
区　　分 金　　額
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款  7 国庫支出金　　項  1 国庫補助金 （単位：千円）

  1) 1. 災害等臨時特例補助金

災害等補助金 0 13,895 13,895 災害等臨時特例補

助金 13,895

目 補正前の額

歳 入 合 計 7,830,275 △27,623 7,802,652

補　正　額 計
節

説　　                  明
区　　分 金　　額

款　　項
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（単位：千円）

 2 保険給付費 5,231,997 0 5,231,997 △17,882 17,882

繰入金

△17,882

( 1) 療養諸費 4,469,116 0 4,469,116 △17,882 17,882

繰入金

△17,882

  1) 一般被保険者療

養給付費 4,369,968 0 4,369,968 △17,882 17,882

繰入金

△17,882

[ 1] 保険給付（一般

被保険者療養給

付費）事業 4,369,968 0 4,369,968 △17,882 17,882 保険年金課

繰入金

△17,882

[ 保険基盤安定繰入

金

△17,882 ]

 3 国民健康保険事

業費納付金 2,148,787 0 2,148,787 △9,741 9,741

国庫支出金

13,895

府支出金

9,265

繰入金

△9,741

その他

△23,160

( 1) 医療給付費分 1,559,480 0 1,559,480 △9,741 9,741

国庫支出金

9,190

府支出金

6,129

款  3 国民健康保険事業費納付金　　項  1 医療給付費分

特  定  財  源 一 般 財 源

歳　　　　　　　　　　　　出

款　　項　　目　　事業 補正前の額 補　正　額 計
補 正 額 の 財 源 内 訳

説　　 　　　　  明
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款  3 国民健康保険事業費納付金　　項  1 医療給付費分 （単位：千円）

繰入金

△9,741

その他

△15,319

  1) 一般被保険者医

療給付費分 1,559,010 0 1,559,010 △9,741 9,741

国庫支出金

9,190

府支出金

6,129

繰入金

△9,741

その他

△15,319

[ 1] 納付金（一般被

保険者医療給付

費分）事業 1,559,010 0 1,559,010 △9,741 9,741 保険年金課

国庫支出金

9,190

[ 災害等臨時特例補

助金

9,190 ]

府支出金

6,129

[ 保険給付費等交付

金（特別交付金）

6,129 ]

繰入金

△9,741

[ 保険基盤安定繰入

金

△9,920 ]

特  定  財  源 一 般 財 源
款　　項　　目　　事業 補正前の額 補　正　額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳
説　　 　　　　  明
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[ 財政安定化支援事

業繰入金

179 ]

その他

△15,319

[ 医療給付費現年分

△15,319 ]

( 2) 後期高齢者支援

金等分 431,607 0 431,607

国庫支出金

2,877

府支出金

1,918

その他

△4,795

1) 一般被保険者後

期高齢者支援金

等分 431,486 0 431,486

国庫支出金

2,877

府支出金

1,918

その他

△4,795

[ 1] 納付金（一般被

保険者後期高齢

者支援金等分）

事業 431,486 0 431,486 保険年金課

国庫支出金

2,877

[ 災害等臨時特例補

助金

2,877 ]

府支出金

1,918

款  3 国民健康保険事業費納付金　　項  2 後期高齢者支援金等分
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款  3 国民健康保険事業費納付金　　項  2 後期高齢者支援金等分 （単位：千円）

[ 保険給付費等交付

金（特別交付金）

1,918 ]

その他

△4,795

[ 後期高齢者支援金

現年分

△4,795 ]

( 3) 介護納付金分 157,700 0 157,700

国庫支出金

1,828

府支出金

1,218

その他

△3,046

  1) 介護納付金分 157,700 0 157,700

国庫支出金

1,828

府支出金

1,218

その他

△3,046

[ 1] 納付金（介護分

）事業 157,700 0 157,700 保険年金課

国庫支出金

1,828

[ 災害等臨時特例補

助金

1,828 ]

府支出金

1,218

計
補 正 額 の 財 源 内 訳

説　　 　　　　  明
特  定  財  源 一 般 財 源

款　　項　　目　　事業 補正前の額 補　正　額
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[ 保険給付費等交付

金（特別交付金）

1,218 ]

その他

△3,046

[ 介護納付金分現年

分

△3,046 ]

 7 予備費 87,591 △27,623 59,968 △27,623

( 1) 予備費 87,591 △27,623 59,968 △27,623

1) 予備費 87,591 △27,623 59,968 △27,623

[ 1] 予備費 87,591 △27,623 59,968 △27,623 保険年金課

国庫支出金

13,895

府支出金

9,265

繰入金

△27,623

その他

△23,160

款  7 予備費　　項  1 予備費

7,802,652歳 出 合 計 7,830,275 △27,623

115



白 紙 

116

kagotani2320
長方形



議案第１４号 
 

令和３年度大阪府泉南市介護保険事業特別会計補正予算（第４号） 

 
 令和３年度大阪府泉南市の介護保険事業特別会計補正予算（第４号）は、次に定めるところによる。 
 （歳入歳出予算の補正） 
第１条 歳入歳出予算の総額を増減なしとし、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ６，１６４，８０４千円とする。 
２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出

予算補正」による。 
 

令和４年３月３日提出 
 

                               泉南市長 竹 中 勇 人 
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　１．　歳　　入 (単位：千円）

1 介護保険料 1,265,748 △ 1,428 1,264,320

1 介護保険料 1,265,748 △ 1,428 1,264,320

3 国庫支出金 1,301,859 2,088 1,303,947

2 国庫補助金 355,763 2,088 357,851

6 繰入金 1,087,458 △ 660 1,086,798

1 他会計繰入金 914,053 △ 660 913,393

6,164,804 0 6,164,804

第 １ 表   歳 入 歳 出 予 算 補 正　

補 正 前 の 額 補　　正　　額 計款 項

 歳 入 合 計 
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（単位：千円）

1 総務費 148,125 0 148,125

3 介護認定審査会費 17,091 0 17,091

2 保険給付費 5,110,033 0 5,110,033

1 介護サービス等諸費 4,655,582 0 4,655,582

6,164,804 0 6,164,804

　２．　歳　　出

補　　正　　額 計補 正 前 の 額款 項

 歳 出 合 計 
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令和３年度

大阪府泉南市介護保険事業特別会計補正予算（第４号）事項別明細書
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（単位：千円）

 1

介護保険料 1,265,748 △1,428 1,264,320

( 1)

介護保険料 1,265,748 △1,428 1,264,320

  1) 1. 現年度分特別徴収保険料

第１号被保険者保 現年度分特別徴収

険料 1,265,748 △1,428 1,264,320 保険料 △1,428

 3

国庫支出金 1,301,859 2,088 1,303,947

( 2)

国庫補助金 355,763 2,088 357,851

  1) 2. 特別調整交付金

調整交付金 226,885 528 227,413 調整交付金 528

  5) 1. 介護保険事業費補助金

介護保険事業費補 介護保険事業費補

助金 1,155 660 1,815 助金 660

  7) 1. 介護保険災害等臨時特例補助金

介護給付費事業費 介護保険災害等臨

補助金 0 900 900 時特例補助金 900

 6

繰入金 1,087,458 △660 1,086,798

( 1)

他会計繰入金 914,053 △660 913,393

  1) 5. 事務的経費繰入金

一般会計繰入金 914,053 △660 913,393 事務的経費繰入金 △660

款  6 繰入金　　項  1 他会計繰入金

歳 入 合 計 6,164,804 0 6,164,804

歳 入

款　　項 目 補正前の額 補　正　額 計
節

説　  明
区　　分 金　　額
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款  1 総務費　　項  3 介護認定審査会費 （単位：千円）

 1 総務費 148,125 0 148,125 660 △660

国庫支出金

660

( 3) 介護認定審査会

費 17,091 0 17,091 660 △660

国庫支出金

660

1) 介護認定審査会

費 17,091 0 17,091 660 △660

国庫支出金

660

[ 1] 介護保険要介護

認定（介護認定

審査会運営）事

務事業 17,091 0 17,091 660 △660 長寿社会推進課

国庫支出金

660

[ 介護保険事業費補

助金

660 ]

 2 保険給付費 5,110,033 0 5,110,033

国庫支出金

1,428

その他

△1,428

( 1) 介護サービス等

諸費 4,655,582 0 4,655,582

国庫支出金

1,428

その他

△1,428

補正前の額 補　正　額

歳 出

補 正 額 の 財 源 内 訳
説　  明

特  定  財  源
計

一 般 財 源
款　　項　　目　　事業
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  1) 居宅介護サービ

ス給付費 2,008,672 0 2,008,672

国庫支出金

1,428

その他

△1,428

[ 1] 介護保険（居宅

介護サービス）

給付事業 2,008,672 0 2,008,672 長寿社会推進課

国庫支出金

1,428

[ 介護保険災害等臨

時特例補助金

900 ]

[ 調整交付金

528 ]

その他

△1,428

[ 現年度分特別徴収

保険料

△1,428 ]

国庫支出金

2,088

その他

△1,428

款  2 保険給付費　　項  1 介護サービス等諸費

歳 出 合 計 6,164,804 0 6,164,804
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議案第１５号 

 

令和３年度大阪府泉南市後期高齢者医療事業特別会計補正予算（第２号） 

 

 令和３年度大阪府泉南市の後期高齢者医療事業特別会計補正予算（第２号）は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ９９２千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 

９５４，９１９千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出

予算補正」による。 

 

  令和４年３月３日提出 

 

泉南市長 竹 中 勇 人 
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　１．　歳　　入 (単位：千円）

3 繰入金 204,386 992 205,378

1 一般会計繰入金 204,386 992 205,378

953,927 992 954,919

第 １ 表   歳 入 歳 出 予 算 補 正　

補 正 前 の 額 補　　正　　額 計款 項

 歳　　　　　　入　　　　　　合　　　　　　計 
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（単位：千円）

2 後期高齢者医療広域連合納付金 927,308 992 928,300

1 後期高齢者医療広域連合納付金 927,308 992 928,300

953,927 992 954,919

　２．　歳　　出

補　　正　　額 計補 正 前 の 額款 項

 歳 出 合 計 
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令和３年度 

大阪府泉南市後期高齢者医療事業特別会計補正予算（第２号）事項別明細書 
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（単位：千円）

 3

繰入金 204,386 992 205,378

( 1)

一般会計繰入金 204,386 992 205,378

  2) 1. 保険基盤安定繰入金

保険基盤安定繰入 保険基盤安定繰入

金 180,241 992 181,233 金 992

款  3 繰入金　　項  1 一般会計繰入金

歳 入 合 計 953,927 992 954,919

歳 入

款　　項 目 補正前の額 補　正　額 計
節

説　  明
区　　分 金　　額
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款  2 後期高齢者医療広域連合納付金　　項  1 後期高齢者医療広域連合納付金 （単位：千円）

 2 後期高齢者医療

広域連合納付金 927,308 992 928,300 992

繰入金

992

( 1) 後期高齢者医療

広域連合納付金 927,308 992 928,300 992

繰入金

992

  1) 後期高齢者医療

広域連合納付金 927,308 992 928,300 992

繰入金

992

金　　　額

18. 負担金、補助及び

交付金 992

[ 1] 後期高齢者医療

広域連合納付事

業 927,308 992 928,300 992 保険年金課

繰入金

992

[ 保険基盤安定繰入

金

992 ]

金　　　額

18. 負担金、補助及び 保険料等負担金

交付金 992

繰入金

992

補正前の額

節　　区　　分

節　　区　　分

歳 出 合 計 953,927 992 954,919

補　正　額

歳　　　　　　　　　　　　出

補 正 額 の 財 源 内 訳
説　　 　　　　  明

特  定  財  源
計

一 般 財 源
款　　項　　目　　事業
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